
田原市障害者施設通所者歯科検診事業運営費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、田原市歯科医師会（以下「補助対象事業者」という。）が

行う障害者施設での歯科検診事業（以下「補助対象事業」という。）に対し田

原市障害者施設通所者歯科検診事業運営費補助金（以下「補助金」という。）

を交付することにより、障害者が通い慣れた場所で歯科検診を受けることが

できる体制の確立を支援するとともに、障害特性ゆえに歯科診療所へ通うこ

とが困難であることによる検診離れを防止し、もって障害者の口腔内の衛生

向上及び重症化の予防を推進することを目的とするため、田原市補助金交付

要綱（昭和５１年４月１日施行）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（補助対象経費及び補助金額） 

第２条 市長は、補助対象事業者が行う補助対象事業に必要な経費のうち、補

助金交付の対象として認める経費（以下「補助対象経費」という。）について、

予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 補助対象経費及び補助金額は、別表のとおりとする。 

（交付の申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（田原市補助

金交付要綱（以下「基本要綱」という。）様式第１号）を当該年度の５月３１

日までに市長に提出しなければならない。 

 （交付の決定） 

第４条 市長は、前条に規定する申請書を受けた場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）をす

るものとする。 



 （決定の通知） 

第５条 市長は、前条の規定により交付決定をしたときは、補助金交付決定通

知書（基本要綱様式第２号）により、当該申請を行った者に通知するものと

する。 

（変更等の申請等） 

第６条 第４条の規定により交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、交付決定に係る補助対象事業（以下「補助事業」という。）の内容の変更

又は中止若しくは廃止（以下「変更等」という。）をしようとするときは、あ

らかじめ補助事業変更等申請書（基本要綱様式第３号）を市長に提出しなけ

ればならない。ただし、交付決定を受けた額に変更をきたさない場合におい

て、次の各号に掲げる変更については、この限りでない。 

(1) 補助目的達成のための弾力的運用に伴う事業内容の変更 

(2) 補助目的を損なわない事業計画の細部の変更 

２ 前２条の規定は、前項の規定による変更等の申請について準用する。この

場合において、前条中「補助金交付決定通知書（基本要綱様式第２号）」とあ

るのは、「補助事業変更等決定通知書（基本要綱様式第４号）」と読み替える

ものとする。 

（実績報告書の提出） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了の日から起算して２

０日を超えない日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、補助

事業実績報告書（基本要綱様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

 （補助金額の確定等） 

第８条 市長は、前条に規定する実績報告書を受けた場合は、その内容を審査

し、適当と認めるときは、補助金額を確定する。 

２ 前項の補助金額は、補助対象経費の実支出額に２分の１（交付決定におい



て、これと異なる割合を用いたときは、当該割合）を乗じて得た額と交付決

定を受けた額（第６条第２項において準用する第４条の規定により交付決定

を変更したときは、変更後の交付決定を受けた額）のいずれか低い額とする。 

３ 市長は、第１項の規定により補助金額を確定したときは、補助金確定通知

書（基本要綱様式第７号）により、補助事業者へ通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条第３項に規定する確定通知書を受けた補助事業者から提

出される請求書に基づき、補助金を補助事業者へ交付する。 

（関係書類の整備） 

第１０条 補助事業者は、補助事業に係る書類を整備し、これらの書類を補助

事業の完了した日の属する年度の翌年度から起算して、５年間保存しなけれ

ばならない。 

（その他） 

第１１条 この要綱及び基本要綱に定めるもののほか、補助金に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第９

条から第１１条までの規定については同日後も、なおその効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年３月３１日から施行する。 



別表（第２条関係） 

補 助 対 象 経 費 補 助 金 額 

障害者施設で行う歯科検診事業に必要

な次に掲げる経費 

１ 報償費（謝金） 

２ 需用費（消耗品費及び印刷製本費） 

補助対象経費に２分の１を乗じて得

た額 

 


